
　　　地域金融の円滑化に関する法律案要綱

第一　総則

　一　目的

　　　この法律は、地域金融の円滑化に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体

及び金融機関の責務を明らかにするとともに、地域金融の円滑化に対する個々の銀行

等の寄与の程度に関する評価の制度を設けること等により、その推進を図り、もって

地域経済及び国民経済の健全な発展並びに国民生活の向上に資することを目的とする

こと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第一条関係）

　二　定義

　　　この法律において「銀行等」とは、次に掲げる者（この法律の施行地外に本店を有

するものその他政令で定めるものを除く。）をいうこと。

　　①　銀行法第二条第一項に規定する銀行

　　②　長期信用銀行法第二条に規定する長期信用銀行

　　③　信用金庫

　　④　信用協同組合

　　⑤　労働金庫

（第二条関係）

　三　基本理念

　１　地域金融については、地域の住民、事業者等の金融上の要望にきめ細かに対応し、

地域経済の活性化に貢献する重要な機能を有するものであることにかんがみ、利用者

の利便の増進が図られ、地域において社会的に要請されている望ましい分野に必要な

資金が十分に供給される等その円滑化が図られなければならないこと。

　２　地域金融の円滑化を図るに当たっては、地域経済における中小企業者の事業活動の

活性化の必要性にかんがみ、この分野に効果的に資金が供給されるよう特に配慮され

なければならないこと。

　３　地域金融の円滑化を図るためには利用者が個々の金融機関の特性及び実態を簡易に

知ることができる環境の整備が重要であることにかんがみ、金融機関に関する情報の

開示が図られなければならないこと。　　　　　　　　　　　　　　（第三条関係）

　四　国の責務

　　　国は、基本理念にのっとり、地域金融の円滑化に関し必要な施策を策定し、及び実

施する責務を有すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第四条関係）

　五　地方公共団体の責務

　　　地方公共団体は、基本理念にのっとり、地域金融の円滑化に関し、国の施策に準じ

た施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施

する責務を有すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第五条関係）



　六　金融機関の責務

　１　金融機関は、金融業務の公共性にかんがみ、基本理念にのっとり、利用者の利便の

増進を図り、地域において社会的に要請されている望ましい分野に必要な資金を十分

に供給する等地域金融の円滑化に寄与する責務を有すること。

　２　金融機関は、地域の中小企業者の事業活動に対する信用の供与に当たっては、基本

理念にのっとり、均等な機会を保障すること、十分な説明を行うこと、苦情の適切な

処理を行うこと等その利便の確保に特に留意しなければならないこと。

　３　１及び２に定めるもののほか、金融機関は、基本理念にのっとり、その業務を行う

に際し、国又は地方公共団体が実施する地域金融の円滑化に関する施策に協力する責

務を有すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第六条関係）

　七　年次報告等

　１　政府は、毎年、国会に、地域金融の円滑化の状況及び政府が地域金融の円滑化に関

して講じた施策に関する報告を提出しなければならないこと。

　２　政府は、毎年、１の報告に係る地域金融の円滑化の状況を考慮して講じようとする

施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければならないこと。

（第七条関係）

第二　地域金融の円滑化に対する寄与の程度に関する評価

　一　地域金融の円滑化に対する寄与の程度に関する評価

　１　地域金融円滑化評価委員会は、個々の銀行等について、五により提出される報告書

に基づき、地域金融に係る業務の運営に関し、次に掲げる事項の調査を行い、その結

果に基づき、毎年一回、地域金融の円滑化に対する寄与の程度に関する評価を行うも

のとすること。

　　①　地域の住民及び事業者に対する信用の供与の状況に関する事項

　　②　地域の産業の振興等地域の振興に貢献する業務の状況に関する事項

　　③　営業所又は事務所その他の施設の設置の状況、利用者の金融上の要望の把握の状

況等利用者の利便の増進を図る業務の状況に関する事項

　　④　その他地域金融の円滑化に対する寄与の程度を評価するために必要な事項

　２　１の評価の基準及び方法については、あらかじめ広く国民の意見を聴いた上で、委

員会が定めること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第八条関係）

　二　意見の聴取

　　　委員会は、一１の評価を行おうとするときは、あらかじめ、当該銀行等から意見を

聴かなければならないこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第九条関係）

　三　通知

　　　委員会は、一１の評価を行ったときは、政令で定めるところにより、各銀行等に対

し、当該銀行等に係る評価の結果を、遅滞なく、理由を付して書面で通知しなければ



ならないこと。　　（第十条関係）

　四　国会に対する報告等

　　　委員会は、毎年、一１の調査及び評価の結果を記載した報告書を作成し、これを内

閣総理大臣を経由して国会に提出するとともに、政令で定めるところにより、一般に

公表しなければならないこと。　　　　　　　　　　　　　　　　（第十一条関係）

　五　報告書の提出

　　　銀行等は、各営業年度又は事業年度ごとに、政令で定めるところにより、一１の調

査のため必要な事項で政令で定めるものを記載した報告書を作成し、委員会に提出し

なければならないこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第十二条関係）

　六　報告又は資料の提出

　１　委員会は、一１の調査を行うため必要があると認めるときは、銀行等に対し、その

業務又は財産の状況に関し報告又は資料の提出を求めることができること。

　２　委員会は、一１の調査を行うため特に必要があると認めるときは、その必要の限度

において、当該銀行等の子会社に対し、当該銀行等の業務又は財産の状況に関し参考

となるべき報告又は資料の提出を求めることができること。

（第十三条関係）

　七　立入検査

　１　委員会は、一１の調査を行うため必要があると認めるときは、当該職員に銀行等の

事務所その他の施設に立ち入らせ、その業務若しくは財産の状況に関し質問させ、又

は帳簿書類その他の物件を検査させることができること。

　２　委員会は、１による立入り、質問又は検査を行う場合において特に必要があると認

めるときは、その必要の限度において、当該職員に当該銀行等の子会社の施設に立ち

入らせ、当該銀行等に対する質問若しくは検査に必要な事項に関し質問させ、又は帳

簿書類その他の物件を検査させることができること。

（第十四条関係）

　八　権限の委任

　１　委員会は、政令で定めるところにより、一１の調査に係る権限の一部を財務局長又

は財務支局長に委任することができること。

　２　１により財務局長又は財務支局長に委任された権限に係る事務に関しては、委員会

が財務局長又は財務支局長を指揮監督すること。

　（第十六条関係）

第三　地域金融円滑化評価委員会

　一　設置

　　　内閣府設置法第四十九条第三項の規定に基づいて、内閣府の外局として、地域金融

円滑化評価委員会を設置すること。　　　　　　　　　　　　　　（第十八条関係）



　二　任務

　　　委員会は、地域金融の円滑化に対する寄与の程度に関する評価を適正に行うことに

より、地域金融の円滑化の推進を図ることを任務とすること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第十九条関係）

　三　所掌事務

　　　委員会は、第二の一１の調査及び評価に関する事務をつかさどること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第二十条関係）

　四　職権の行使

　　　委員会の委員長及び委員は、独立してその職権を行うこと。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第二十一条関係）

　五　組織

　　　委員会は、委員長及び委員四人をもって組織するものとし、委員長及び委員は、地

域金融及び地域経済に関し優れた識見と経験を有する者のうちから、両議院の同意を

得て、内閣総理大臣が任命すること。委員長及び委員の任期は、三年とすること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第二十二条から第二十四条まで関係）

　六　事務局

　　　委員会の事務を処理させるため、委員会に事務局を置くこと。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第三十条関係）

　七　資料提出の要求等

　１　委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関、

日本銀行、預金保険機構又は銀行等に対し、資料の提出、説明その他の必要な協力を

求めることができること。

　２　委員会は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認めるときは、１に規定

する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができること。

（第三十一条関係）

　八　意見の申出

　　　委員会は、内閣総理大臣又は関係行政機関の長に対し、その所掌事務の遂行を通じ

て得られた地域金融の円滑化に関する施策についての意見を述べることができること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第三十二条関係）

第四　金融機関の合併等に対する利用者の意見の反映

　　　金融機関の合併、分割、営業の譲渡又は譲受け、解散その他の金融機関の組織又は

営業若しくは事業の範囲の変更が地域の円滑な金融に支障を生じさせることがあるこ

とにかんがみ、これらの行為のうち主務大臣の認可を要するものについては、主務大

臣は、その認可に係る審査に当たって、必要に応じ、公聴会の開催その他の適切な方

法により、これらの行為の地域金融に与える影響に関し利用者の意見を聴く機会を設



けるものとすること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第三十四条関係）

第五　その他

　１　この法律は、平成十四年十月一日から施行すること。ただし、第三の五中両議院の

同意を得ることに関する部分は、公布の日から施行すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（附則第一条関係）

　２　罰則、経過措置その他の所要の規定を整備すること。


